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本 iGAAP in Focus は、2023 年 5 月に国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）によって公表された公開草案

ISSB/ED/2023/1「SASB スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるための方法論および SASB スタンダード・タクソ

ノミのアップデート」の内容を解説するものである。 

• ISSB は、気候関連以外の SASB スタンダードの指標が法域固有の参照を含んでいる場合に、それらの国際的な

適用可能性を向上させるように改訂するための方法論を提案する公開草案（ED）を公表した。 

• ED は、気候関連以外の SASB スタンダードの指標の国際的な適用可能性を向上させるための 5 つの改訂アプロ

ーチを説明している。本方法論を使用して修正されるすべての開示トピック、指標および技術的プロトコルは、これ

ら 5 つの改訂アプローチを個別にまたは組み合わせて適用する。 

• ED はまた、SASB スタンダードの修正を反映するために SASB スタンダード・タクソノミをアップデートするためのアプロー

チ案についても説明する。 

• ED のコメント期間は、2023 年 8月 9 日に終了する。 

背景 

近く公表される IFRS サステナビリティ開示基準（ISSB 基準）IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関

する全般的な要求事項」は、企業がグローバルな資本市場のニーズを満たすためのサステナビリティ関連財務情報を開

示するという全般的な要求事項を提供する。 

IFRS S1 号は、サステナビリティ関連のリスクおよび機会を識別し、重要性のある情報を識別するために、具体的な ISSB

基準が存在しない場合には、サステナビリティ会計基準審議会（SASB）スタンダードを考慮することを企業に要求す

る。このアプローチを支援するため、ISSB は、国際的に、利害関係者による適用において適切であることを確認するため

に、法域固有の内容を含んだ SASB スタンダードの指標をレビューし、修正を検討することを決定している。 

注： 本資料は Deloitte の IFRS Global Office が作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳したもので

す。 

       この日本語版は、読者のご理解の参考までに作成したものであり、原文については英語版ニュースレ

ターをご参照下さい。 
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iGAAP in Focus 
 

詳細については、次の Web 

サイトを参照してください。 
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www.deloitte.com 

www.deloitte.com/jp/ifrs 
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ISSB は、ED において、SASB スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるために、SASB スタンダードの指標を修正する方法論を提案することを決定した。ED

の内容を以下に要約する。 

SASB スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるための方法論の提案 

適用範囲 

ED で記述している方法論の適用範囲の提案では、IFRS S2 号「気候関連開示」の公表によって修正されないすべての SASB スタンダードの指標が含まれる。これ

らの開示は、ED において「気候関連以外の SASB スタンダードの指標」として記述している。このような開示には、生物多様性、コミュニティ・エンゲージメントおよび

人的資本管理のようなサステナビリティ関連トピックが含まれる。 

見解 

SASB スタンダードの指標が、現在、法域固有の法律および規制の定義、用語またはそれらへの参照を使用しているという事実から生じる課題は、IFRS S2 号

「気候関連の開示」の公開草案（S2 基準案）が開発されたときに知られていた。 

S2 基準案の付録 B は、SASB スタンダードにおける気候関連開示の国際的な適用可能性を向上させるための修正を提案していた。 

IFRS 基準 S2 が公表される際に、ISSB は、SASB スタンダードにおける各産業固有の気候関連開示を IFRS 基準の内容と整合させるために、対応する SASB スタ

ンダードのアップデートを公表する予定である。これが、ED の範囲が気候関連以外の SASB スタンダードの指標に限定されている理由である。 

SASB スタンダード・タクソノミのアップデートの範囲は、ED に関連する SASB スタンダードの修正の範囲および IFRS S2 号の公表から生じる SASB スタンダードの変更

の範囲と整合することとなる。 

目的 

ED で提案する方法論の目的は、内容の構成または内容の当初の意図を実質的に変更することなく、SASB スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるこ

とである。提案する方法論はまた、修正が一般目的財務報告書の利用者にとって SASB スタンダードの意思決定有用性を維持することを確保しつつ、作成者の

適用のコストを増大させないようにも設計されている。 

提案する方法論は、SASB スタンダードの指標がどの法域でも適用可能となることを意図している。同様に、修正後の SASB スタンダードを使用する企業は、IFRS

会計基準または他の一般に公正妥当と認められた会計原則（GAAP）のいずれを適用する場合でも、そのようにすることができる。 

方法論 

優先順位の高い順に、気候関連以外の SASB スタンダード指標の修正は、次の改訂アプローチによって行われる。 

• 改訂アプローチ 1—基準、定義または計算方法について、利用可能な国際的に適用可能な参照を代わりに用いた上で、法域固有の参照を置き換える。 

• 改訂アプローチ 2—基準、定義または計算プロセスについてのより一般化された定義を提供した上で、法域固有の参照を置き換える。 

• 改訂アプローチ 3—法域固有の参照を、適用可能な法域の法律、規制または定義に一般化された方法で依拠する文言により置き換える。 

• 改訂アプローチ 4－ 限定的な場合において、国際的な適用にふさわしくない開示の指標または特定の法域の外では国際的に同等なものが識別されない開

示の指標を削除する。 

• 改訂アプローチ 5—一般目的財務報告の利用者のニーズを満たすため、開示トピックの完全性（integrity）を維持するための関連性のある置換えが識別で

きる場合には、法域固有の指標を削除して置き換える。 
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方法論は、手続きの改訂に焦点を当てており、SASB スタンダードの指標の当初の内容の実質的な修正を避けている。ED の付録では、各改訂アプローチの案の

詳細を説明し、提案する方法論がどのように適用されるかを示すために、各改訂アプローチを使用した設例を提供している。別の付録では、2 つの異なる産業か

らの 2 組の代表的な指標を提供し、提案する方法論に従って SASB スタンダードがどのように改訂される可能性があるのかについての設例を示している。 

方法論の的を絞った焦点は、SASB スタンダードの国際的な適用可能性の向上と、IFRS S1 号の適時の導入および適用の支援とのバランスを取ることである。この

狭い範囲のプロジェクトは、IFRS S2 号におけるガイダンスに含まれる産業固有の開示について、さらなる向上の可能性を検討することに ISSB が合意した作業を含

め、SASB スタンダードの国際的な適用可能性に関する幅広い検討とは別個のものである。 

SASB スタンダード・タクソノミのアップデート 

SASB スタンダード・タクソノミのアップデートは、SASB スタンダードにおける情報がどのようにデジタル報告において捕捉または「タグ付け」されるのかを記述している。し

たがって、作成者が SASB スタンダードを適用する際に報告する情報を分類するために使用されるデジタルタグは、SASB スタンダードの修正を反映するためにアップ

デートしなければならない場合がある。 

SASB スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるために提案する方法論と整合させるため、SASB スタンダード・タクソノミを、次のように修正することが提案

されている。 

• 必要に応じて、タクソノミの概念（デジタルタグ）について、改訂アプローチ 1-3 を使用した SASB スタンダードの修正案に整合するように変更する。 

• 必要に応じて、タクソノミの概念について、改訂アプローチ 4 を使用した SASB スタンダードの修正案に整合するように削除する。 

• 必要に応じて、タクソノミの概念について、改訂アプローチ 5 を使用した SASB スタンダードの修正案に整合するように追加する。 

SASB スタンダード・タクソノミが SASB スタンダードのすべての修正を反映するようにアップデートされるまで、ISSB は、当初の文言と修正後の文言を示す SASB スタン

ダードのオンラインの修正履歴付バージョンを提供する予定である。この修正履歴付バージョンにより、修正後の SASB スタンダードを反映するために、SASB スタンダ

ード・タクソノミの必要な修正を企業が理解することを可能にする予定である。 

コメント期間および次のステップ 

ED のコメント期間は 2023 年 8 月 9日に終了する。 

コメント期間中、ISSB は次のことを計画している。 

• 気候関連以外の SASB スタンダードの指標を修正するための方法論の提案および特定の指標への修正案の両方について議論を行う。 

• 広範囲の利害関係者との協議を、SASB スタンダードへのなじみが薄い法域に焦点を当てて行う。 

• 提案する方法論および SASB スタンダードの関連する修正の進め方を決定するため、ED に対するフィードバックおよびアウトリーチ中のフィードバックを検討する。 

ISSB は、提案する方法論に関するコメントを検討し、方法論、対応する SASB スタンダードの修正および SASB スタンダード・タクソノミの潜在的なアップデートに情

報を提供するために、フィードバックを使用するようていである。 

ISSB は、IFRS S1 号の導入および適用を促進するために、SASB スタンダードおよび SASB スタンダード・タクソノミのそのような修正を速やかに公表する予定である。 

さらなる情報 

SASB スタンダードの国際的な適用可能性を向上させるために提案された方法論についてご質問がある場合は、通常のデロイトの連絡先にご連絡ください。 
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デロイト会計リサーチ・ツール（DART）は、会計および財務情報開示資料の包括的なオンライン・ライブラリです。 

iGAAP on DART では完全版 IFRS 基準へのアクセスが可能であり、以下のリンクがあります。 

• デロイトの公式の最新の iGAAP マニュアル。IFRS 基準に基づく財務報告のためのガイダンスを提供しています。 

• IFRS 基準に基づいて報告する企業のモデル財務諸表 

 

さらに、iGAAP の sustainability reporting は、企業の価値を大きく上げることができる、より広範な環境、社会的およびガバナンスの事項を踏まえてビジ

ネスが考慮しなければならない、開示要求および推奨事項についてのガイダンスを提供しています。 

DART へのサブスクリプションを申し込むには、ここをクリックして、アプリケーション・プロセスを開始し、iGAAP パッケージを選択します。 

サブスクリプションパッケージの価格を含む DART の詳細については、ここをクリックしてください。 

 

https://dart.deloitte.com/iGAAP/
https://dart.deloitte.com/iGAAP/home/sustainability-reporting
https://subscriptionservices.deloitte.com/request/plan
https://www2.deloitte.com/global/en/pages/audit/solutions/igaap-on-dart-global.html
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